
24中期経営計画 

【東証プライム：5461】 

2024年5月9日（木） 
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2. 当社のビジネスモデル 

3. 外部環境と現状分析 

4. 企業価値向上とKPI 
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  5-1. 鉄鋼製品80万㌧の生産・販売 

  5-2. 生産体制の見直し 

  5-3. 販売戦略 

  5-4. スクラップ購買戦略 

  5-5. 脱炭素対応 

  5-6. 持続可能な基盤整備 
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1.21中期の振り返り 
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 ➢KPIについては、販売数量が新電気炉建設対応により未達も、連結経常利益はメタルスプレッド拡大  
  を背景に大幅超過。配当性向も期中で35％水準まで引き上げを実施 

 ➢東証上場により株価も大幅に上昇、出来高も増 

 ➢期間中、日本国内においても脱炭素化の動きが加速 

 ➢新電炉の建設に向け着手（‘24/秋完成予定）。生産量増と脱炭素化（電力原単位▲15％）へ準備 

【１.21中期の振り返り】 

目標 ’21 ’22 ’23 

連結経常利益 
（億円） 

40 55 123 102 

鉄鋼製品販売
数量（万㌧） 

70 62 58 52 

配当性向
（％） 

30 31 33 35 

※白抜きは計画超過 0
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  当社株価の推移（月足） 

出来高（左軸） 

2021年 2022年 2023年 2024年 

21中期（’21～‘23年度）においては、’22/12に東証プライム市場に上場。今後の飛躍の足掛かりに 

(千株) (円) 
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2.当社のビジネスモデル 
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アウトプット ビジネスモデルと強み 

【２.当社のビジネスモデル】 

インプット 

建設用機械 

産業機械 

土木・建築 

幅広い分野へ 
厚板製品の供給 多額の設備投資、熟練の技術と

労働力、強固な購買・販売網が
必要な電炉厚板製法で新規参入
には高い参入障壁 

財務資本 

強固なバランスシート  
連結自己資本比率82.9％

(23/3期末) 

製鋼・圧延直結の生産体制
名古屋市中川区本社工場

232,900㎡ 

製造資本 

1950年の操業以来、  
長年培った       

電炉・厚板製造のノウハウ 

知的資本 

電炉厚板に特化・熟練した
オペレーション技術   

従業員504名     
(連結23/3期末) 

人的資本 

鉄スクラップの購入網  
地域社会との共生    

鉄鋼取引先約700社  
(23/3期末) 

社会・関係資本 

              
原料(鉄スクラップ)調達、  

製品供給、労働力確保に有利 

国内唯一の電炉厚板専業メー
カー。環境負荷の小さい電炉製
鋼法でシェア拡大余地      

 

              
コンパクトで生産効率・熱効率

の高い工場レイアウト 

都市型製鉄所 

鉄スクラップ 

市中で使用 

中部鋼鈑 

厚板製品 

資源の乏しい我が国におい
てスクラップは数少ない国
内調達可能資源 

CO2排出量の少ない電炉法
の浸透により、顧客の脱炭
素ニーズに対応 

愛知県名古屋市-日本の
「ものづくり」の中心地に

立地 

国内外の設備投資やプロ
ジェクト案件に支えられ、
先行き堅調な需要を見込む 
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3.外部環境と現状分析 
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出所：内閣府(2022)「令和4年版高齢社会白書」 

国内年齢別の人口推移及び推計 

【３.外部環境と現状分析】①需要動向 

国内需要 

分野別需要 

産業
機械 
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●国内人口の減少 

●国内製造業の成熟 

大きな伸びは見込めず 70
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出所：日本鉄鋼連盟 

国内景気の安定を受け、当面は一定の需要 

国土強靭化関連予算額の増加及び老朽化
インフラの維持・更新により、需要増加 

大口案件中心に一定のニーズ有。内訳ではCO2削
減対応により電炉鋼材需要増に期待 

造船会社再編に伴う重工系撤退及び韓国・中
国の台頭により需要減少 

海外現地生産へのシフトで需要減少も、洋上風力
発電建設で厚板需要あり 
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※当社のCO2排出量（現行）はスコープ1・２の合計を粗鋼量で割ったもの 

82％少ない 

更に削減見込み 

※ 

【３.外部環境と現状分析】②CO2排出量 

粗鋼1トンを製造する際に発生するCO2排出量 

●製銑工程が不要なため、CO2排出量が少ない 

●一般には電炉法は高炉比1/4、当社は約1/5の低排出操業 
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【３.外部環境と現状分析】③同業他社/輸入材 

高炉 

電炉・輸入鋼材 

・造船需要の減少、地産地消による輸出の  
 低減により、製造拠点を集約 

・CO2排出量の問題 

・建材を中心にシェア拡大 

・集約の進む東日本をターゲット 

・国内電炉厚板メーカーの生産量は限定的 

・輸入鋼材は現状国内の脅威にならず 
 ➢但し、今後円高局面ではマーケットの攪  
  乱材料となる可能性有 

 
・増産対応を含めたコスト競争力を 
 強化し、十分なマージンを確保で 
 きる体制を確立 

➢立地の優位性を生かし、輸送費を 
 含めたトータルコストの低減推進 

 

24中期での当社の対応 
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高炉800 

高炉の設備集約の動きにより、厚板の供給ニーズは高まる見通し 

【３.外部環境と現状分析】④国内厚板需給見通し 

出所：日本鉄鋼連盟データ等に基づき中部鋼鈑作成 

高炉690 

国内需要+輸出 860 

電炉
100 

▲40 

▲110 

2026年度の厚板需給見通し 

2026年度の厚板需給（2021年度対比、当社想定、単位万㌧） 

造船 土木建築 その他 合計 

2021年度 240 160 500 900 

2026年度 160 200 500 860 

増減 ▲80 +40 0 ▲40 

需給ギャップは拡大し、特にＣＯ２

排出量の少ない電炉厚板の需要は
高まることが想定 

2021年度 2026年度目標 増減 

当社厚板販売量 55万㌧ 70万㌧ +15万㌧ 

供 

給 

需 

要 
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790 
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4.企業価値向上とKPI 
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【４.企業価値向上とKPI】 ①企業価値向上に向けての取組 

■当社は‘22年12月に東証プライム市場 
 に上場 

➢株価は出来高の増加を伴って上昇 

■一方、東証は‘23年3月に「資本コス 
 トや株価を意識した経営の実現に向け 
 た対応」を上場会社に要請 

➢具体的には①資本コストや株価を意識 
 した経営の実現に向けた対応、②株主 
 との対話の実現状況等に関する開示の  
 2点 

■当社としては‘23年5月の会社説明会 
 で上記の①、②につき説明。具体的に 
 は右記記載の内容を目標に各種施策を 
 進めていく旨を説明 

■数値については、東証の指針も踏まえ設定 

✦ＲＯＥ⇒８％を安定的に上回るようにする 

✦ＰＢＲ⇒1倍超を目指す 

■具体的なアクションプランは以下の通り 

 

  

 

 
Ｉ
Ｒ
対
応 

５）知名度向上 

１）成長戦略 

２）エクイティスプレッド 

  拡大 

 

３）ＥＳＧ対応等 

４）配当政策 

・将来の成長戦略を明示 

・ＲＯＥ、株主資本コスト（※）双方 
 に働きかける 

・脱炭素の取組、人的資本等非収益性 
 課題への対応 

・潤沢な資本の状況にも鑑み、業績に 
 応じた柔軟な配当に加え安定配当に 
 も留意 

（東証上場直後、かつＢtoBであることから 

 株式市場での知名度は不足） 

 

    直 接 間 

接 

 
 
 
 

Ｉ
Ｒ
対
応 

 
 
 
 

株
価
へ
の
働
き
か
け 

‘23年5月御説明内容 

 ※株主資本コスト＝β×（Ｒｍ–Ｒｆ）+Ｒｆ 

  β ：株式市場に対する当社株価の変動の大きさ 

  Ｒｆ：リスクフリーレート（国債利回り等から算出） 

  Ｒｍ：株式市場期待値（TOPIX等） 

企業価値の向上に向けての取組 

２４年度以降も引き続き同様のアプローチを実施  
(ROEとPBRは見直し) 
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【４.企業価値向上とKPI】 ②株主との対話 

回数 対応者 運営方法 

会社説明会 4回 代表取締役社長/取締役経営企画部長 東証上場前の年2回から四半期毎実施に変更 
決算発表日の翌営業日にオンラインで実施 

個別面談等 80回 取締役経営企画部長他 面談ないし電話/オンラインで個別実施 

➢個別面談の内訳はセルサイドアナリスト18回、投資家等62回 

①鉄鋼メーカーは業績のブレが大きい為、せめて 
 配当は安定化してもらえないか 

②時価総額がもう少し大きくなれば投資対象にな 
 るのだが 

③他社と差別化するためにも新商品の開発が望ま 
 れる 

・バイサイドアナリスト 

・小型株（長期投資） 

・ファンドマネージャー 

 （国内）（海外） 

・バイサイドアナリスト 

 

ご要望 株主様等の概要 

‘23年度の株主様等とのコミュニケーションの状況 

株主様等からのご要望と対応 

24中期経営計画でＤＯＥ
を導入。安定配当に留意
しつつ株主還元を推進 

‘24/4にエコリーフを取
得。新電気炉効果等を活
用したグリーンスチール
の開発を検討 

現状時価総額700億円超
（ＰＢＲ1倍近傍）まで拡
大。中期経営計画で時価
総額1,000億円を目指
し、各種施策を進める 
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【４.企業価値向上とKPI】 ③ＲＯＥとＰＢＲ 

■東証上場後足許はPBR0.9倍程度まで上昇。 
 但し1倍を超え大きく上昇する為には掲げた 
 施策を実施し株式市場に対する一層の働き 
 かけが必要と認識 
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※メタルスプレッドはFY20を1として指数化 
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純資産額(百万円） 

■ＲＯＥはこれまで低位で推 
 移していたが近年はメタル 
 スプレッドの拡大を背景に 
 ８％を上回るまでに上昇。 

 一方、資本の蓄積が進んで 
 きており、今後はメタルス 
 プレッドの確保と共に資本 
 コントロールも課題 

ＲＯＥの推移 ＰＢＲと出来高の推移 

■ 鉄鋼製品メタルスプレッド(指数 右軸) 
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■電炉メーカーに対しては従来から「原料・資材（スクラップ、電力等）の価格変動により業績が振 
 れやすい」ので投資に対しては慎重にならざるを得ない、という見方が存在 

■よって資本コストを抑える（βを抑える）ためには、①外部環境による業績へのブレを極力抑える 
 対策を行う事、②開示を強化しサプライズを防止する事、③業績の変動による配当のブレを抑える 
 事が必要と認識 

■具体的な施策は以下の通り  

ターゲット 手法 具体的施策 

βを抑える 適切な販売価格設定 (①) ➢スクラップや電力、運賃等の価格変動を速やか 
 に販売価格に反映できる顧客との関係を構築 

スクラップの価格変動による業績の
ブレを抑える (①) 

➢スクラップヤードの拡張、スクラップ受入体制 
 の充実 
➢製品在庫や備蓄材の効果的活用 

電力価格の一部固定化 (①) ➢オフサイトPPAの電力価格は20年固定が主
（通常分の価格は毎月変動） 

開示を強化しサプライズを防止(②) ➢会社説明会の年4回化、説明会を決算発表日の 
 翌営業日に設定する運営を継続 

配当の安定化 (③) ➢24年度よりDOEを導入 

【４.企業価値向上とKPI】 ④資本コストコントロール 

資本コストコントロール 
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5. 24中期の骨子 
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少子高齢化、若年労働人口減 

東証上場も踏まえ規制強化の
動きに対応 

地球温暖化の進展 

国内人口の減少 

厚板業界の再編 

船舶以外は底堅い国内需要 

【5. 24中期の骨子】 ①24中期の全体像 

１．鉄鋼製品80万㌧の販売 

 

２．脱炭素対応 

 

●ＫＰＩ 

3．持続可能な基盤整備 

■人的資本戦略           
■DX戦略、業務効率改善      
■ガバナンス/リスク/コンプライアンス
■効率的なB/S運営           
■環境、防災、ＢＣＰ             
■子会社 

中
山
製
鋼
所
と
の
業
務
提
携 

 

■外部環境 

 

■ニーズ 

電炉厚板を供給するこ
とで、不足する供給能
力をカバーすると共に
CO2削減により社会に
貢献 

永続的に社会に貢献で
きる企業体を構築する
ことでステークホル
ダーに対する責任を果
たす 
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指標 数値目標 

鉄鋼製品販売数量 80万㌧（厚板+スラブ） 

設備投資額（戦略投資） 120億円（予算取得ベース） 

ROE 10％ 

連結経常利益 150億円 

株主還元 DOE3.5％ 

付加価値労働生産性（※） 40百万円（23年度 約33百万円） 

  FY23見通し 

24中期     

FY24 FY25 FY26 

鉄鋼製品販売量（万㌧） 52 53 70 80 

連結経常利益（億円） 102 86 122 137 

配当（円） 89 100 106 114 

ROE（％） 9.5 7.6 10.2 10.6 

主要KPI 

【社内のみ】＜ＫＰＩの設定根拠＞ 

付加価値額＝経常利益＋減価償却費＋人件費 

        ＝140億円＋25億円＋50億円＝215億円 

一人当たり ＝215億円÷530人＝40百万円 

＜ＫＰＩ設定意義＞ 

従業員の意欲と活力向上と働き方の変革により付加
価値生産性を高め、次なる成長の原資を確保する 

（40百万円は日本の平均値836万円の約5倍） （※）付加価値労働生産性は「（経常利益＋減価償却費＋人件費）÷従業員数」 で算出 

  24中期の目標 時価総額：1,000億円を目指す  

【5. 24中期の骨子】 ②24中期のＫＰＩ 

23年度の計算 

給与及び報酬＋賞与引当金繰入額＋退職給与費用 

＋福利費＋減価償却費＋経常損益 

＝11億円＋2億円＋1億円＋2億円＋1億円＋102億
円＝119億円 

1人当たり＝119億円÷530人＝22百万円 
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【21中期での配当の考え方】 

■配当性向30％ 

⇒23年度より株主還元強化、安定配当の具現化の観点より方針変更 

  「配当性向35％か60円/株の高い方」 

【24中期3年間における配当の考え方】 

 

➢業績のブレに影響されず、安定的な株主還元を実施 

➢24年度の年間配当は101円/株程度の見込み 

➢業績が上振れる場合等の局面では自社株買いの実施も検討 

※DOEとは：配当/連結株主資本 

 「単年の業績に振らされず安定した配当を 
 コミット」すると共に、株主資本が積み上 
 がる場合、「次年度の配当額も逓増」する 
 仕組み 

80

90

100

110

120

50

60

70

80

90

100

110

120

FY23 FY24 FY25 FY26

配当（右軸/円） 

親会社株主に帰属する当期純利益 (左軸/億円) 

■24中期においてはより安定配当重視に舵 
 を切るとともに、還元水準を切り上げる 
 ことで株主からの要請に応えていく方針。 

（24年度配当見通し101円は配当性向に換 
 算すると44％程度） 

株主還元 

■DOE3.5％以上 

想定される利益に基づく配当イメージ 

【5. 24中期の骨子】 ③株主還元 

親会社株主に帰属する
当期純利益 (億円) 

60 

91 

79 

101 

23年度実績
91円 

24年度見通し
101円 

従来ロジックなら 

24年度79円 

一株当たり配当 (円) 

61 71 

現在の配当ロジック 
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102億円 

2026年度連結経常利益150億円水準を目指す 

連結経常利益 

2023年度 2024～2026中期 

150億円 

2026年度 

21億円 

△7億円 

34億円 

販
売
量
増
加 

固
定
費
改
善
等 

人
件
費
・
減
価
償
却
費
増
加 

52万㌧ 
↓  
80万㌧ 

【5. 24中期の骨子】 ④連結経常利益 
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キャッシュイン キャッシュアウト 

24中期のキャッシュフロー 

税引き後純利益 

260億円 

設備投資 

140億円 

減価償却費 

70億円 

配当 

90億円 

増加運転資金 

110億円 

手元資金10億円 

※支払いベース 

電炉投資のうち36億円、戦略
投資120億円の内16億円含む 

※DOE3.5％を前提 

潤沢な資金を活用し、設備投資と配当に活用 

【5. 24中期の骨子】 ⑤24中期のキャッシュフロー 
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【5-1.鉄鋼製品80万㌧の生産・販売】 ①長期計画における位置づけ 

2030中期 2027～2029中期 2024～2026中期 

52  
53  

70  
80  

100  

50

60

70

80

90

100

110

120

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

販売数量 粗鋼生産能力 

成長戦略 

厚板市場 
造船・輸出 

産建機・土木
建築 

中長期的には市場全体で人口減により縮小する可能性 

子会社戦略（多角化） 

★環境により追加施策が必要 

脱炭素ニーズ 

4直化 

CC増速 

鉄鋼製品販売量 (厚板＋スラブ) 

単位：万㌧ 

販売：価格戦略、出荷インフラ整備等 

鉄鋼関係（他品種への関与・スラブの拡販、上流・下流への働きかけ） 

製鋼：新電気炉、４直化（着手済）、ＣＣ増速、スクラップヤード拡
大等の設備投資⇒具体化 

2030年度の更なる電炉材需要増を見込み、24中期は新電気炉・4直化・設備投資等を行い、鉄鋼製品
販売量 80万㌧をマイルストーンとして設定  
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出
荷 

購
買 

製
造 

販売 

【5-1.鉄鋼製品80万㌧の生産・販売】 ②２４中期の全体構成  

量 

マージン
拡大 

品質 

運賃も含めた     
トータルコスト競争力 

 

建築向け商品の安定供給 

 

グリーンスチールの開発 

高炉の生産集約による  
代替需要捕捉 

脱炭素の動きを受け、  
建材・建産機分野で   
新規ユーザの獲得 

生産性 

稼働時間延長 

新電気炉 CC増速 

製鋼４直化 

スクラップ購入 
スクラップヤード拡張 

出荷強化 出荷置き場拡大 

増産を含む  
コスト低減 

圧延下工程合理化 

品質向上 

電力契約 

新電気炉 

デリバリーでの差別化 

採取率向上 

下級屑購入 

製鋼圧延直結化 

スクラップAI検収 

DR（※）を視野に入れた
対応 

圧延冷却床乗移装置(済) 

その他 設備投資 

中山製鋼所向けスラブ供給
再開 

(※)DR：ディマンドリスポンス（電力会社との間で、電力が余剰になる時
間帯に、通常より安価で引き取る契約をあらかじめ締結する仕組み） 
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2024~26投資項目 
投資規模 
(億円) 

予算申請年度 (億円) 
目的 効果 

24年度 25年度 26年度 

スクラップヤード拡張 30 30 － － 

生産量拡大 

在庫量確保による生産機会の確保 

生産性向上による生産量拡大 (CC) 180㌧/hr CC能力アップ 30 10 10 10 

4直3交替(製鋼) － － ★ － 2交替→3交替 による稼働時間の拡大          

製品ヤード拡張 20 11 5 4 出荷能力向上 置場拡大による回転率の向上 

製鋼-圧延直結化 10 10 － － 脱炭素、コスト低減 加熱炉装入温度向上による燃料使用量削減 

圧延下工程合理化 30 12 5 13 コスト低減 自動化による省人化 

総額 120 73 20 27 

製鋼 圧延 

’21～’23 

①スクラップ
ヤード拡張 
30億円 

④CC能力アップ30億円 

④⑤製鋼圧延直結化10億円 

⑦圧延下工程
合理化   
30億円 

⑧製品ヤード
拡張   
20億円 

’24～’26 ②③④製鋼4直化 

溶解 

② 

加熱 

⑤ 

圧延 

⑥ 

検査 

⑦ 

受入 

① 

出荷 

⑧ 

精錬 

③ 

鋳造 

④ 

(電気炉) (LF) (CC) 

【5-2.生産体制の見直し】 ① 設備投資計画 

新電気炉の生産性向上を最大限発揮させるべく更に投資を拡大   

24中期での戦略投資は120億円規模を予定         

（21中期は新電気炉＋300tｸﾚｰﾝで80億円） 
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【5-2.生産体制の見直し】 ② 電力契約の複合化 

現
 

在 

 

・電力需要を見ながら、機動的に操業時間をシフトする運営 

 ➢DR（デマンドレスポンス）への対応も視野 

・電力契約も再生可能エネルギー直接購入、CO2フリー電力の 

 購入も含めた複合的契約 

 

（想定） 

・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ普及による平日昼間電力価格の引下げ 

・時間帯別、季節別の電力価格体系へ変化 

・DRの実施 

  

到
達
点 

 

 

 

 ・操業計画に沿って必要量を確保する電力契約 

 ・契約は一本契約 

 

 

 

 

FY25製鋼4直化 ⇒ 平日昼間操業本格化 

FY24新電炉完成 

24中期 

PPA契約、クリーンエネルギー購入実施 

 

 ・火力発電等が主力 

 ・電力需給から電力価格は平日昼：高価、 

  平日夜、土日祝：安価の画一的運営 

■コスト削減による競争力強化 

■ＣＯ2削減の推進 

■昼間操業による働き方改革 

電力契約複合化 

     当  社   電力会社 
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【5-3.販売戦略】 ①需要に応じた電炉厚板の供給 

■国内総需要は造船向け減少により縮小の懸念もあるが、それ以上に国内厚板生産能力の縮小が進み 
 需給ギャップが発生。これを捕捉し当社材を多くのお客様に供給する。 

➢ 国内厚板生産能力縮小による代替需要確保 

➢ 建材を中心とする脱炭素ニーズの捕捉 

➢ 増産や地の利を生かした販売コスト削減によりマージンの確保 

需要シフト 
 

 

■必要なプロダクツ 

 ・建築向け製品の安定供給 

 ・加工製品 

 ・グリーンスチール 

 

 

顧客ニーズに応えた電炉厚板の供給 

【戦略】 

 ■商社の情報を活用。脱炭素ニーズを捕捉し需要の取り込みを図る 

 ■2024年問題も視野に、運賃も含んだトータルコストを勘案して、地域の優位性で需要の取り  

  込みを図る 

中山製鋼所向けスラブの効果的な活用 

提携効果を活かして、先方ニーズを的確に把握 
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■建材営業の進展 

オフィスビルや工場の柱・梁向けに当社鋼材が採用 

➢従前は当社のシェアが極めて低い分野 

➢施主、施工者（ゼネコン）、設計者それぞれのニーズに応じた製品を供給し 
 て対応 

地区 指定者 状況 用途 受注見込量
（㌧） 

案件A 四国 完了 500 

案件B 神奈川 継続中 1,200 

案件C 東京 完了 300 

案件D 東京 継続中 1,500 

案件E 大阪 継続中 900 

案件Ｆ 兵庫 継続中 2,300 

合計 6,700 

施
主 

設
計 

施
主 

 
施
工 

 

 
施
工 

  
施
工 

 

設
計 

設
計 

設
計 

梁 柱 

梁 柱 

梁 

柱 

柱 梁 

【23年度受注案件の一部】 

柱 

梁 

 
施
工 

 

設
計 

柱 梁 

【5-3.販売戦略】 ② 建築分野への電炉材需要の広がり 
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【5-3.販売戦略】 ③成長分野に対する体制構築 

営業担当者と技術担当者から構成するチームを立ち上げ 

 

建材営業チーム 

 目的：高炉の構造改革及び脱炭素社会の追い風を受け、施主・設計事務所・ゼネコン・  

    ファブに対しての営業力強化 

 設立：2023年10月1日 

施主 設計・ゼネコン 

低CO2材を要望 

低CO2材を提案 

建材営業チーム 

販売担当：当社製品の優位性・納期の確実性ＰＲ 

連携 

技術担当：品質保証・サポート 

認知活動強化 電炉材指定
発注 
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【5-3.販売戦略】 ④納期対応力強化 

顧客Ａ 

顧客Ｂ 

顧客Ｃ 

ＤＳＣ 

東京販売担当員 

本社販売担当員 

大阪販売担当員 

一元管理 

納期管理業務の一元管理化 

■「デリバリーサポートセンター」を立ち上げ 

 目的：販売量の増加が見込まれる中、お客様の納期要望に対する迅速な対応を実施 

    販売担当員の顧客対応時間の確保 

 設立：2023年10月1日 

納期対応力強化 
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■スクラップＡＩ検収     ➢検査時間短縮 

■ｽｸﾗｯﾌﾟﾔｰﾄﾞｸﾚｰﾝ増設     ➢受入回転率向上 

■新電気炉による取扱品種拡大 ➢下級屑も幅広く受入 

■スクラップヤード拡張    ➣屋外貯蔵量1万㌧→建屋化で3万㌧ 

名古屋港 ★ 

輸出 

当社 名古屋地区は     
日本のスクラップの  

一大発生地 

 【5-4.スクラップ購買戦略】 ①スクラップ確保への対応 

当社はスクラップ発生現場と名古屋港の中間に位置。 

輸出に向かうスクラップを確保することで増産に必要な量の確保が可能 

立地条件を活かしスクラップ受け入れ体制を強化 
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 【5-4.スクラップ購買戦略】 ②スクラップＡＩ検収の導入 

システム導入による受入体制の強化 

カメラを設置し、ＡＩで検収 

■ＡＩによる画一基準の元で検収を行う事によるバラつきの低減 

■複数荷受け口に対し、検収ルームでの監視業務になる為、作業負荷の軽減及び受入回転率向上 

■不純物及び禁忌物の監視も常に実施することにより、不正を試みる業者への牽制効果大 

受入作業 屋内ヤード 
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 (
千

t-
C

O
2
) 

カーボン LNG 電力 

電力係数： 0.388 → 0.360 (kg-CO2/kWh) 

電気炉効果：予算申請資料より 

製鋼圧延直結化： 圧延加熱炉 燃料▲30% 

厚板 90万㌧＋スラブ10万㌧ で計算 

① 新電気炉効果の発揮 

② 製鋼圧延直結化 

③ その他設備投資 

④ 再生可能エネルギー確保 

⑤ CO2フリー電力購入 

 【5-5.脱炭素対応】 ①CO2排出量削減のロードマップ 

当社のCO2排出量見込み (2030年度 100万㌧販売換算) 

生
産
増
分 

２
０
１
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２
０
２
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０
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０
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０
年
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溶解電力△15% 

→ 全社CO2 排出量△7% 

熱 熱 

溶解中 ｽｸﾗｯﾌﾟ装入 

溶鋼 

スラブ 

連続鋳造機 加熱炉 圧延機 

加熱炉の燃料使用量削減によるCO2削減 
(△30%と仮定) 

→ 全社CO2排出量 △4% 

 【5-5.脱炭素対応】 ②省エネ設備投資の推進 

新電気炉効果の発揮 

製鋼－圧延直結化 

その他 設備投資 

現電気炉 新電気炉 

・炉蓋を開閉せず、横から装入することで放熱削減 

・排ガスによるスクラップ予熱 

・フラットバス操業による電力効率UP 

・スラブ高温出片 

・スラブ搬送時間短縮 

・搬送時の放熱防止 

⇒ 加熱炉装入温度UP 

・社内炭素価格（インターナルカーボンプライシング) の設定 

 ➣ CO2排出量 1㌧削減の効果を 8,500円 のコストメリットとして計算  
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中部電力ミライズが中部地方の複数の太陽光発電所から調達する電気を         
当社で使用するというPPAサービスの導入に合意。 (2024年5月) 

・電力会社より不足分を購入 

 ① 電力会社が調達した水力・太陽光発電等の非化石証書を付けた電力  

 ② 市場で入手した非化石証書を付けた電力 

 ③ＰＰＡの設置動向を確認しながら購入を検討   

 【5-5.脱炭素対応】 ③再生可能エネルギーの確保 

(※）PPA：事業者が太陽光発電所を開設し契約した需要家に対し電気を供給する仕組み   

所在地 中電エリア内 

パネル容量 4.7MＷ 

想定発電量 5,145ＭWh/年 

想定CO2削減量 2,400㌧/年 

概要 

・当社敷地外に発電所を設置し、再生可能エネルギーを調達 

 【目標】発電容量 10MW規模 

   (13,000MWh/年相当) 

   CO2排出量換算 5,000㌧/年 (排出係数 0.388kg-CO2/kWhで換算) 

オフサイトPPA（※）の導入 

営農型太陽光発電所などを活用したオフサイトPPAサービスの導入 

CO2フリー電力の購入 
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2023 

基本構想に賛同 

2022 2021 

’21中期経営計画 ’24中期経営計画 

2026 2025 2024 

TCFD情報開示 

気候変動イニシアティブ参加 

TCFD提言賛同 

GXリーグ参画 

エコリーフ認証 

Scope1・2開示 Scope３開示
(第三者検証) 

第三者認証 
CDP/FTSE等 

GXリーグ 

TCFD 

Scope 1～3 

第2フェーズ (2026～) 第1フェーズ (～2025) 

内容のブラッシュアップ 

 【5-5.脱炭素対応】 ④CO2排出量に関する情報開示 

※ CDP：企業等の排出量等環境情報開示を目的に設立(2000年：英)された 国際環境NGO (旧 Carbon Disclosure Project) 

※ FTSE (フッツイー)：株価指数の開発や算出、管理や金融データの提供サービスを行う企業 (フィナンシャルタイムズとロンドン証券取引所が共同出資し設立) 

21中期は総量開示、第三者検証を受けた数字の開示を開始した 

【24中期】 

 ➣ Scope1~3 のような総量開示に加え、LCAに沿った製品単体の開示を検討 

 ➣ 総量開示も当社単体に加え、子会社を加えたグループでの開示を検討 

 ＧＸリーグ実績開示 

 内容のブラッシュアップ 

 Scope1~3開示 単体→グループで開示 
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 【5-5.脱炭素対応】 ⑤エコリーフ認証取得 

エコリーフとは 

一般社団法人 サステナブル推進機構が運営する環境ラ
ベル制度 (ISO14025に準拠)。 

LCA (ライフサイクルアセスメント※)手法により得ら
れた製品の定量的な環境データやCO2排出量を開示する
もの。 

※LCA (Life Cycle Assessment)：製品の資源採取から廃棄・リサ
イクルされるまでの一生にわたった環境評価 

電気炉厚板では初の取得 

エコリーフ認証取得 

2024年4月 当社製品 「厚鋼板」で 

エコリーフ取得 

JR-AJ-24030E 
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 【5-5.脱炭素対応】 ⑥グリーンスチールの開発 

0

2

4

6

2025下 2026下 2027下 

グリーンスチール販売量 
(万㌧) 

※ 太陽光発電など電気炉以外でも 

  CO2を削減すれば増産可能 

新電気炉効果等を活用したグリーンスチールの開発を検討 

新電気炉でのCO2削減量は 全社の約7% 

➣ 前年度の生産量に応じ販売可能 

想定販売量 (新電気炉効果) 

2024 2025 

上期 下期 上期 下期 

エコリーフ取得 

第三者認証 

新電気炉稼働 

CO2削減量認証 

グリーンスチール販売 

CO2削減量蓄積 
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付加価値労働生産性（※）の最大化 

【5-6.持続可能な基盤整備】 ①人的資本戦略 

健全な組織風土 自律型人材育成 
健康経営 

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活性化 人事制度改革 

 「自律・挑戦・協

働」の人材ポリシー

浸透 

 中核人材の育成強化 

 女性活躍推進 

 自己啓発制度整備 

 

 健康増進プログラム 

 メンタルヘルス対策 

 勤務体制面のゆとり 

 休日・休暇の増加 

 男性の育休取得推進 

 

 １オン１ミーティング 

 経営方針説明会 

 職場ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援 

 層別ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ支援 

 社内交流イベント 

 

 

 

 

 加点主義的人事 

 理念と方針の共有化 

 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ化と多様性

の尊重 

 心理的安全性の確保 

 職場環境の改善 

 若手・シニアの報酬増 

 職責に応じた処遇 

 考課基準の明確化 

 ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ充実 

 若手人材の早期登用 

 賞与支給体系底上げ 

 

 

 

（※）付加価値労働生産性は「（経常利益＋減価償却費＋人件費）÷従業員数」で算出 

エンゲージメント調査により施策効果を検証し継続的改善 

従業員の活力や働き甲斐を向上させることにより付加価値労働生産性を高め、さらなる 

人的資本投資に繋げることで、企業価値向上を加速させる 

帰属意識の向上 成長意欲 心身の健康 良好な関係性 魅力ある報酬体系 
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【5-6.持続可能な基盤整備】 ②DX戦略、業務効率改善 

21中期経営計画 24中期経営計画 

工
場 

事
務
所 

シ
ス
テ
ム
基
盤 

■‘25/4より製鋼4直化を開始。24時間運転が可能 

➢修理時間が限られ前倒しでの予防保全が必要 

➢一部業務を機械化、システム化し（圧延下工程、 
 スクラップ検収等）人員を保全対応にシフト 

➢保全、検査にはAIやカメラ等を積極的に活用 

■AIの活用により更に省人化を推進 

 

 

■脱炭素（省エネルギー）の観点も踏まえ製造設備 
 を中心に更なる効率化を推進 

 

 

 

■平日夜間、土日祝は24時間運転で対応 

➢平日昼間は修理や一部取戻運転に充当 

 

 

 

■RPA等の活用やシステム化により省人化、 
 ペーパーレス化を推進 

 

■サイバー攻撃対応のセキュリティ専門会社と契約 

■外部のデータセンターと契約。バックアップサー 
 バーの拡大やデータの遠隔地での分散保管を実施 

■社内教育基盤（システム）の構築 
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【5-6.持続可能な基盤整備】③ガバナンス/リスク/コンプライアンス 

取締役会：半数以上を社外取締役とし透明性を確保 (女性も登用) 

常勤役員会：部門活動の総合調整と経営全般にわたる管理統制を実施 

監査等委員会：委員を全て社外取締役とし、透明性を確保 

      ➣ 内部監査室との連携体制を構築し、実効性・効率性向上 

指名・報酬諮問委員会：取締役候補の指名、報酬額に関する方針を審議 
コーポレートガバナンス体制図 

2回/年 リスク・コンプライアンス委員会を開催 

  ➣ 全社の課題を抽出し、改善状況を報告 

気候変動リスク 

  ➣ 環境委員会で議論し、取締役会へ報告 

サイバーセキュリティ 

  ➣ 不正侵入による情報漏洩対策 → 専門業者による常時監視 

  ➣ データの保全と復旧対策 → 社外保管に加え、遠隔地のデータセンターへのバックアップ 

内部通報制度の確立 グループ全従業員対象、社内窓口 (内部監査室)、社外窓口 (弁護士) を設置 

コンプライアンス教育・啓蒙活動 階層別・職場別など社内コンプライアンス研修を実施 

                   不祥事事例を 「コンプライアンスニュース」として社内配信 

ガバナンス 

リスク 

コンプライアンス 
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【5-6.持続可能な基盤整備】 ④効率的なB/S運営 

■連結自己資本比率は82％（‘24/3末現在）、無借金と財務体質は強固 

■日銀の金融政策の正常化を受け、今後は調達側より運用側にメリットが出てくる局面が想定（運 
 用可能資金：計200億円程度） 

■一方で成長戦略を推進していくためには、より多くのリターンが見込まれる設備投資に対しては 
 積極的にキャッシュを振り向ける必要 

■また資本効率を考える上では配当政策を強化し、純資産をコントロールしていく事も重要 

■政策株式は含み益まで含めて純資産の6％程度と限られた規模。今後も必要性、収益性を十分吟味 
 して保有していく 

2024/3末現在 連結（億円） 

資産 流動資産   612 負債     160 

      現金預金 135   流動負債 149 

      受取手形・売掛金等 270     
支払手形・買掛
金 80 

      有価証券 69   固定負債 10 

      在庫等 136 純資産   774 

  固定資産   322   株主資本 751 

    有形固定資産 213   その他包括利益 21 

      建物・構築物 64   被支配株主持ち分 6 

      機械等 116       

      土地 21       

    無形固定資産 2       

    投資等 106       

      政策株式 47       

      その他有価証券 49         

資産計     935 負債・純資産計   935 

余剰資金を設備投資等に有効に活用 
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【5-6.持続可能な基盤整備】 ⑤環境、防災、BCP 

名古屋市の住宅地に存在する「都市型製鉄所」 

➢防音、振動対策等が一段と重要 

■密閉型で防音性に優れた新電気炉稼働（‘24/秋） 

■屋外スクラップヤードの屋内化 

ゼロメートル地帯に位置し、南海トラフ地震
のリスク有 

■耐震補修の実施（第一精整棟） 

■製鋼・圧延工場の計画的な補修 

■受電所の液状化対策 

■システムデータの遠隔地バックアップ 

増産を支える基盤つくり ■スラグ、ダスト等廃棄物処理 

 ・100％再利用の継続 

■2024年問題への対応 

 ・車両管理システムの導入 

 ・荷降ろしクレーン増設による待機時間削減 

 ・構内物流の整理  
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物流事業 
危険物倉庫事業 
 

鋼板の荷役・運搬 

1.0％ シーケー物流株式会社 

レンタル 

事業 
0.8％ 

厨房用グリスフィルターの 

レンタル 

広告看板の制作 

エンジニアリング 

事業 
2.2％ 

鉄鋼設備を中心とした生産
設備等の設計、製作、据
付、メンテナンス 

鉄鋼関連 

事業 

2023年度 

売上高構成比 

95.9％ 

厚鋼板の製造販売 

鋼板の加工 

鉄鋼原料・製品の仕入・販売 

【5-6.持続可能な基盤整備】 ⑥子会社 （概要） 
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【5-6.持続可能な基盤整備】 ⑥子会社 （戦略） 

〇各社収益の極大化  

〇コーポレートガバナンスの強化 

 ➢与信管理の強化 

 ➢バックアップデータの遠隔地保管 

 ➢情報漏洩対策の強化 

 ➢反社調査の見直し 

〇人的資本への取り組み 

 ➢採用力の強化 

 ➢定着率向上 

〇Ｍ＆Ａの検討 

明徳産業 

シーケー商事 

シーケー  
クリーンアド 

シーケー物流 

共通項目 
■中部鋼鈑大型工事案件への参画 

■限界利益率改善 

■中部鋼鈑保全業務対応 

■新電炉建設、販売量80万㌧体制での 
 役割期待の整理 
（スクラップ購入銘柄の変化、拡販に 
 おける役割） 

■グループ外取引の売上高拡大 

■厨房設備レンタル事業の原価削減へ  
 の取り組み 

■看板広告事業の収益性改善 

■規制緩和の中で危険物倉庫の取扱 

■製品置場・出荷効率改善への参画 

■24年問題に対し効率的輸送方法確立 
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end 
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出所：日本鉄鋼連盟 エンドユーザーヒアリングベース、輸出は僅少 

造船 0.3% 

土木・建築 

25.9% 

販売者向け 

10.2% 

産業機械 

62.5% 

その他需要 

1.1% 

造船, 38.9% 

土木・建築, 

23.0% 

販売者向け, 

23.9% 

産業機械, 

11.2% 

その他需要, 

3.0% 

61.1％ 

2022年度 当社厚板 用途別受注 全国内需（2022年度） 

国内厚中板 用途別需要 
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コイル 

46% 

厚板 

12% 

棒鋼 

10% 

形鋼 

7% 

線材 

2% 

その他 

2% 

特殊鋼 

21% 

品種別生産量 

日本製鉄 

35% 

ＪＦＥ 

スチール 

40% 

神戸製鋼所 

11% 

中部鋼鈑 

6% 
東京製鉄 

6% 

中山製鋼所 

2% 

厚板国内生産シェア 

出所：日本鉄鋼連盟 

国内厚板生産  
9,140千㌧  

国内鋼材生産    
77,514千㌧  

2022年度実績 

国内鋼材生産状況 
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出所：日本鉄鋼連盟データ等に基づき中部鋼鈑作成 

電炉 

26.8

% 
高炉 

73.2

% 

粗鋼 
電炉 

14% 

高炉 

86% 

厚板 

電炉 

99

% 

高炉 

1% 

棒鋼 

電炉 

77% 

高炉 

23% 

形鋼 

電炉 

5% 

高炉 

95% 

コイル 
厚板は高炉比率が高く、電炉のシェア
拡大余地が大 

  品種別 

国内普通鋼生産実績 

2022年度実績 
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中部地区, 40% 

関東地区, 24% 

関西地区, 20% 

中国地区, 6% 

九州地区, 4% 

東北地区, 3% 四国地区, 2% 北海道, 1% 

2023年3月期 当社厚板 地域別出荷 

：高炉厚板ミル 

：電炉厚板ミル 

半径300km 

半径150km 

当社から半径300㎞圏内の3大都市圏で出荷量の84％ 

➢現状の出荷量では対応可能だが、今後の増産局面では
中継地の設定等の課題有 

22年3月休止 

24年度中に
休止予定 

中部鋼鈑 

地域別出荷状況 

出所：日本鉄鋼連盟データ等に基づき中部鋼鈑作成 
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鉄スクラップ需給 

出所：経済産業省 「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報」 、「生産動態統計」、「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報」、財務省 「貿易統計」より中部鋼鈑試算 

2022年度実績 

日本は鉄スクラップ輸出国 

供給 

需要 

老廃 

25百万㌧ 

加工 

7百万㌧ 

自家発生 

12百万㌧ 

高炉用 

9百万㌧ 

電炉用 

24百万㌧ 

鋳物
他 

輸出 

7百万㌧ 

国内市中 

4百万㌧ 

鉄スクラップ需給 

44百万㌧ 

44百万㌧ 
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新電気炉の稼働 

スクラップ投入口 

振動コンベア 

電気炉 

集塵機 

スクラップ予熱 

ＥＣＯＡＲＣ－

■新電気炉 

 目 的 ：新電気炉による生産性・環境性能向上及び作業環境の改善 

 投資金額：8０億円 

 完成時期：2024年秋稼働予定 

電力原単位 15％低減      

騒音 10％低減、ダスト 20％削減 

新電気炉 
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スクラップヤード拡張 

 

 目 的 ：在庫量確保による生産機会の確保 

 投資金額：３０億円 

 完成時期：2026年度以降 

写真 スクラップヤード 

屋外ﾔｰﾄﾞ 

貯蔵量1万t 

屋内ﾔｰﾄﾞ 

貯蔵量5万t 

既設屋内ヤードクレーン増設 

 荷受作業の効率化 

 目標：トラック滞留時間2時間以内 

 

屋外ヤード拡張及び建屋化 

 貯蔵量の拡大（１万ｔ⇒３万ｔ） 

 屋内化による騒音発生の抑制 

ﾔｰﾄﾞ拡張 

溶
解 

② 

加
熱 

⑤ 

圧
延 

⑥ 

検
査 

⑦ 

受
入 

① 

出
荷 

⑧ 

精
錬 

③ 

鋳
造 

④ 

スクラップヤード拡張 
*〇番号は本文24頁の工程番号 
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CC生産能力アップ 

溶
解 

② 

加
熱 

⑤ 

圧
延 

⑥ 

検
査 

⑦ 

受
入 

① 

出
荷 

⑧ 

精
錬 

③ 

鋳
造 

④ 

 

 目 的 ：冷却能力向上による生産能力アップ 

 投資金額：３０億円 

 完成時期：2024年度以降順次 

冷却水供給能力アップ 

 ・貯水ピット拡張 

 ・送水ポンプ能力増強 

 ・水処理能力 (冷却)向上 

 ➣ 冷却水供給能力２0％ＵＰ 

鋳造速度向上 

(短時間で固める) 

より多くの 

冷却水が必要 

・送水・水処理能力の向上 

・貯水ピット拡張 

※ 溶鋼を冷やして固める工程 （鋳造工程） 

冷却水を回収 

水処理・貯水設備に送り 

冷却などをして再利用 

再利用 

CC 設備 

(溶鋼の冷却) 

水処理・貯水ピット 

冷却設備 冷却水 

供給能力アップ 

溶鋼 

鋳片 

送水ポンプ 

ＣC※生産能力アップ 
*〇番号は本文24頁の工程番号 
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圧延下工程の合理化 

製品仮置きピット 

■圧延下工程の合理化 

 目 的 ：省人化 

 投資金額：３０億円 

 完成時期：2025年度以降 

検査工程の自動化 

〇厚・幅・平坦度測定の自動化 

製品管理工程の自動化 

〇製品搬送クレーンの自動化 

〇クレーン操作室から冷間矯正機の 

 遠隔操作化 

  

自動化 

製品 

厚・幅測定 

オペによる手計測 自動測定 

冷間矯正機 

生
産
ラ
イ
ン 

クレーン
運転室 

冷間矯正機
操作室 

冷
間
矯
正
機 

搬
送
ク
レ
ー
ン 

搬
送
ク
レ
ー
ン 

統合 

自動化 自動化 

溶
解 

② 

加
熱 

⑤ 

圧
延 

⑥ 

検
査 

⑦ 

受
入 

① 

出
荷 

⑧ 

精
錬 

③ 

鋳
造 

④ 

圧延下工程の合理化 
*〇番号は本文24頁の工程番号 


